
 

 

チームにおける目標設定が部活動適応感に及ぼす影響 

 

― 個人目標と集団目標の整合性に着目して ― 

 

三沢  良*1 ・ 森田 英莉*2 

 

本研究では，大学部活動のチームにおける目標設定が部活動適応感に及ぼす影響について，個人目標

と集団目標の整合性に着目して検討した。大学生 187 名を対象に質問紙調査を実施し，個人目標・集団

目標の 4 要素（困難度，具体性，関与度，フィードバック），目標の整合性，そして部活動適応感を測定

した。重回帰分析の結果，目標の整合性は，「活動への傾倒」と「組織・成員への満足」に正の効果を示

した。また，集団目標の関与度も適応感を高める要因であった。さらに，整合性は目標要素の効果を調

整していた。整合性が高い場合には個人目標への関与度が「活動への傾倒」を促進し，低い場合には集

団目標のフィードバックが補完的に機能していた。これらの知見から，目標の整合性が，個人目標と集

団目標の葛藤を緩和し，部活動における心理的適応を支える重要な要因であることが示唆された。 
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Ⅰ. 問題と目的 

1. チームにおける目標設定の重要性 

大学の部活動は，学生が仲間とともに目標を追求し，協働を通じて成長することができ

る貴重な経験の場である。そこでは，競技力や技能の向上だけでなく，所属集団との関係

性や活動の充実感といった心理的適応も重要となる。特に，部活動への適応感は，活動の

継続や達成，さらには自己成長に直結するため，その規定要因を明らかにすることは，学

術的にも実践的にも意義がある。このような適応感を支える要因の 1 つとして，本研究で

はチームにおける目標設定（goal setting）に注目する。 

部活動は，複数のメンバーが共通の目標を掲げ，相互に影響を及ぼし合いながら活動す

るという点で，チーム（team）の典型的な特徴を有している。チームとは，共通の目標を

達成するために，相互作用を交わしながら活動する，複数のメンバーで構成された集団で

ある（e.g., Salas et al., 1992）。山口（2008）は，チームの定義要件として，①明確な

目標の存在，②メンバー間の相互依存的な関係，③役割の分担，④メンバーシップの境界

の明瞭さを挙げている。大学の部活動は，これらの要件を満たしており注 1)，チームの一形

態とみなすことができる（三沢・西, 2023）。 

部活動におけるメンバーの動機づけや心理的適応を理解するためには，チームとしての
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目標設定のあり方に目を向ける必要がある。目標は，行動を方向づけ，努力の水準を規定

し，課題への集中を高める機能を持つことが，組織心理学やスポーツ心理学の領域で実証

されてきた（Kyllo & Landers, 1995; Locke & Latham, 1990, 2002）。しかし，チームに

おける目標設定は，個人が独自に設定する目標とは異なり，より複雑な構造をもつ。すな

わち，チームでは，メンバーの個人目標に加えて，チーム全体で共有する集団目標が存在

し，両者は競合することがある（DeShon et al., 2004; 永谷, 1998）。そのため，部活動

のメンバーは，努力や集中といった心理的資源を，個人目標と集団目標のいずれに配分す

るかを判断しながら行動している。 

他方で，チームが共通の目標を掲げ，それを全員で共有することは，動機づけやパフォ

ーマンスを高めるだけでなく，集団への帰属意識や活動への満足感の向上にもつながる

（Kleingeld et al., 2011; O'Leary-Kelly et al., 1994）。このように，チームにおけ

る目標設定は，単にパフォーマンスを高めるためだけの手段ではなく，メンバーの心理的

適応を支える基盤となる。 

しかし，相互依存性の高いチームでは，個人目標と集団目標の間にしばしば緊張関係が

生じる。個人が自己の目標達成を優先すれば，チーム全体の方針から逸脱することがある。

逆にチームの目標達成への貢献を重視しすぎれば，個人が成長するための目標が達成しづ

らくなるというトレードオフも生じうる。したがって，チームにおける効果的な目標設定

を検討するには，個人と集団の双方の目標がいかに設定され，それらがメンバーの適応に

どのように作用するのかを捉える多階層的な視点が求められる。特に，個人目標と集団目

標の方向が一致し，矛盾なく結びついている程度としての目標の整合性（goal alignment）

は，チームにおける協働と適応を支える重要な要因である（Kleingeld et al., 2011; 

Mitchell & Silver, 1990）。 

以上を踏まえ，次節では，目標が行動や成果に及ぼす一般的な効果と機能を整理するた

め，その理論的枠組みとなる目標設定理論（goal setting theory）（Locke & Latham, 1984）

の基本的な考え方を概観する。 

 

2. 目標設定理論 

(1)目標設定の効果 

目標設定理論は，Locke & Latham（1984）が提唱した動機づけ理論であり，目標によっ

て人の行動がどのように方向づけられ，努力や成果に結びつくのかを説明している。ここ

でいう目標とは，特定の時間的制約の中で特定の水準の成果や熟練度を達成しようとする，

行動の対象または目的を指す。目標設定理論の中心的命題は，「具体的で困難な目標ほど高

い努力水準とパフォーマンスを導く」という点にある。この命題は多くの実証研究で支持

されており，職業場面や教育場面を含む多様な領域で頑健に確認されている（Kleingeld et 

al., 2011; Locke & Latham, 1990, 2002）。 

目標設定理論によれば，目標は複数の心理的メカニズムを通してパフォーマンスに影響

を及ぼす（e.g., Locke & Latham, 1990, 2002, 2006）。まず，方向づけ（direction）の

機能として，目標は注意と努力を課題に関連する活動へ集中させ，無関係な行動を抑制す

る。また，活性化（energizing）の機能により，高い目標は低い目標よりも強い努力を引

き出し，活動へのエネルギーを高める。さらに，持続（persistence）の機能として，困難

な目標は課題への取り組みを長期間維持させる。そして，方略開発（strategy development）
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の機能として，課題遂行に必要な知識や戦略の想起・発見・活用を促進する。特に複雑な

課題では，この方略開発が成果に直結する重要な要因となる。 

また，目標設定の有効性は，目標の内容や目標達成のプロセスに関する要因にも規定さ

れる（e.g., Locke & Latham, 1990, 2002, 2006）。第 1 に「目標の困難度（difficulty）」

は，課題への挑戦水準を示し，困難な目標ほど努力を喚起し，高い成果を導く。第 2 に「目

標の具体性（specificity）」は，達成基準の明確さを意味し，「できるだけ頑張る」といっ

た曖昧な目標よりも，具体的な数値や基準を伴う目標の方が行動の方向づけを明確にする。

第 3 に「目標への関与度（commitment）」は，その目標にどれほど主体的に関わり，重要で

あると感じているかを表す。本人が目標の設定や意味づけに関与しているほど，達成への

動機づけが高まる。そして第 4 に，目標の動機づけ機能を活性化するために不可欠な要素

として「フィードバック（feedback）」が挙げられる。これは，課題達成の進捗や成果に関

する情報を得ることで自己調整を促し，次の行動改善を支える。これらの 4 要素が相互に

作用することで，目標設定は単なる行動指針の提示にとどまらず，個人や集団の努力を効

果的に方向づける動機づけの仕組みとして働く。 

 

(2)個人目標と集団目標の機能 

目標は，個人と集団の双方で異なる機能を果たす。個人目標は，個人が達成を目指す具

体的な基準を明確にし，行動の方向づけを与える役割を担う。スポーツ心理学の領域では，

個人目標の設定が動機づけや自己効力感を高め，活動への積極的な関与を促すことが報告

されている（e.g., Kyllo & Landers, 1995）。特に，技能の獲得や向上を指向する学習目

標の高さが，長期的な成長や粘り強い努力に寄与している（Locke & Latham, 2006）。 

一方，集団目標はチーム全体の方向性を定め，メンバー間の協働を促進する。チームで

共有する集団目標は，前節で述べた目標の 4 つの機能（方向づけ，活性化，持続，方略開

発）をチームレベルで発揮させるだけでなく，集団特有の動機づけメカニズムを喚起する。

具体的には，メンバーの協働的な計画立案や士気を向上するコミュニケーションが活発に

なり，集団凝集性や集合的効力感が形成される（Kleingeld et al., 2011; O'Leary-Kelly 

et al., 1994; Weldon et al., 1991）。また，Kleingeld et al.（2011）のメタ分析では，

具体的で困難な集団目標が曖昧な目標と比較して，優れたチームパフォーマンスを導くこ

とが示されている。 

ただし，相互依存性の高いチームでは、個人目標と集団目標という 2 つのレベルの目標

が競合し，努力や集中といった心理的資源の配分をめぐって葛藤が生じることがある

（DeShon et al., 2004）。一方の目標達成を優先する行動が，もう一方の達成を阻害する

場合もあるため，メンバーは自らの資源をどちらの目標にどの程度投入するかを調整して

いる。このように，チームにおける目標設定は，単なる個人の動機づけの集合ではなく，

複数の目標間で均衡を保ちながら協働を成立させるプロセスとして理解する必要がある。

したがって，個人目標と集団目標の関係に留意して検討することが重要となる。 

 

(3)個人目標と集団目標の整合性 

チームにおける目標設定の有効性を理解する上で鍵となるのが，個人目標と集団目標の

整合性である。本研究では，個人目標と集団目標の関係を捉える際に，既往研究で議論さ

れてきた目標の適合性（goal congruence）や方向性の一致（goal alignment）の概念（cf. 
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DeShon et al., 2004; Erez & Kanfer, 1983; Kristof-Brown & Stevens, 2001; O’Leary-

Kelly et al., 1994）を参照し，「目標の整合性」を概念化する。すなわち，個人が追求す

る目標の達成が，所属チームの集団目標の達成にどの程度貢献すると認知されているかと

いう機能的な関係を「目標の整合性」と定義する。 

一般に，目標の整合性とは，メンバー個人の目標とチーム全体の目標の方向性や優先度

が一致している程度を指す。整合性が高い場合，個々の努力は集団目標の達成に結びつき

やすく，メンバーは相互に役割を補完し合いながら協働する。他方で，整合性が低い場合

には，メンバーが異なる基準や優先順位をもとに行動するため，協働が分断され，チーム

のパフォーマンスや適応が損なわれる恐れがある（Mitchell & Silver, 1990）。 

DeShon et al.（2004）は，個人目標と集団目標の関係を多階層的な自己調整プロセスと

して捉え，両者の間で努力や集中といった資源配分をめぐるトレードオフが生じうること

を指摘している。この観点からは，個人目標が集団目標と機能的に結びついているとメン

バーが認知している場合，資源配分の葛藤は緩和され，自己の努力を迷いなく投入しやす

くなると考えられる。 

Kristof-Brown & Stevens（2001）は，プロジェクトチームにおいて，個人目標とチーム

の目標の適合度が，メンバーの満足感や協力行動を予測する重要な要因であることを示し

た。Kleingeld et al.（2011）のメタ分析では，個人の業績の最大化のみを指向する自己

中心的目標（egocentric individual goals）がチームのパフォーマンスを損なうのに対

し，集団への貢献を指向する集団中心的目標（groupcentric individual goals）は促進的

に作用することが示されている。これらの知見は，個人目標がチームの集団目標とどの程

度かみ合っているかが，協働の成否を左右することを示唆している。さらに，Locke & 

Latham（2006）や Mitchell & Silver（1990）も，個人の高い目標が集団目標と両立して

いるときに協働が促進され，不一致な場合にはパフォーマンスの低下やメンバー間の対立

が生じやすいことを指摘している。 

以上の議論を踏まえると，大学の部活動というチームの文脈においては，個人目標と集

団目標のいずれか一方を問題とするのではなく，両者の機能的な整合性に注目することが

重要である。つまり，メンバーが「自分の目標に向けた努力が，チーム全体の目標達成に

もつながっている」と認識できるとき，協働が促され，活動への積極的な参加や心理的適

応感が高くなると考えられる。 

 

3. 部活動適応感 

大学における部活動は，学生が仲間とともに目標を追求し，協働を通じて成長する集団

活動であり，学業とは異なるかたちで学生生活を支える経験の場である。そこでは，単に

競技力や技能を高めるだけでなく，仲間との協働や自己形成といった価値も重視される。

こうした心理的適応の状態を捉える概念が部活動適応感であり，「部員個人が，部生活にお

いて自己を良好な適応の状態にあると意識していること，あるいは，その状態を近い将来

獲得する可能性を認めていること」（桂・中込, 1990）と定義されている。 

須﨑他（2018）は，既往研究の知見を踏まえ，大学生の部活動における適応を多面的に

測定する尺度を作成した。探索的および確認的因子分析の結果から，部活動適応感は「活

動への傾倒」，「組織・成員への満足」，「不適応傾向」の 3 側面で構成されることが示され

ている。「活動への傾倒」は部活動への参加意欲や活動への熱意を表し，「組織・成員への
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満足」は所属集団の環境や対人関係に関する満足感を反映する。「不適応傾向」は，活動の

中で感じる心理的負担や疲労，活動からの離脱を指向する態度を表している。 

部活動適応感の高いメンバーは活動継続や自己成長に積極的であり，低いメンバーは離

脱や不適応を示しやすい。よって，部活動適応感を高める要因を明らかにすることは，学

生の成長支援を検討する上でも重要な課題である。しかし，既往研究の多くは，目標の有

無や主観的な認識に焦点を当てており（深見・岡澤, 2016; 永谷, 1998），目標設定理論に

基づく目標の機能的要素や，個人目標と集団目標の整合性を精緻に検討した研究は少ない。

特に，チームにおける目標の整合性という視点は，国内の大学部活動の文脈では十分に検

討されていない。そこで本研究では，部活動における適応感を説明する要因として，個人

目標と集団目標の整合性に着目し，その関連を実証的に検討する。 

 

4. 本研究の目的 

本研究の目的は，大学の部活動を対象として，チームにおける目標設定が部活動適応感

に及ぼす影響を明らかにすることである。具体的には，目標設定理論（Locke & Latham, 

1984）の知見に基づき，個人目標および集団目標の主要な要素（困難度，具体性，関与度，

フィードバック）と，部活動適応感の各側面との関連を検討する。さらに，チームにおけ

る協働を支える要因として，個人目標と集団目標の整合性に着目する。つまり，個人の設

定した目標の達成がチーム全体の目標達成にどの程度結びつくと認識しているかという整

合性が，部活動適応感にどのような影響を及ぼすのかを明らかにする。 

上記の目的に基づいて，以下の仮説を設定する。 

仮説 1：個人目標の各要素（困難度，具体性，関与度，フィードバック）は部活動適応感

のうち「活動への傾倒」および「組織・成員への満足」と正の関連を，「不適応傾向」と負

の関連を示すであろう。 

仮説 2：集団目標の各要素（困難度，具体性，関与度，フィードバック）は部活動適応感

のうち「活動への傾倒」および「組織・成員への満足」と正の関連を，「不適応傾向」と負

の関連を示すであろう。 

仮説 3：個人目標と集団目標の整合性は，部活動適応感のうち「活動への傾倒」および

「組織・成員への満足」と正の関連を，「不適応傾向」と負の関連を示すであろう。 

さらに，個人目標と集団目標が競合しうるチームの特性を踏まえ，目標の整合性が目標

の各要素と部活動適応感との関連を調整する役割を探索的に検討する。 

 

Ⅱ. 方法 

1. 調査対象者と実施手続き 

2018 年 11 月から 12 月に，中国地方の国立大学 1 校の 7 つの部活動団体に所属する大学

生を対象に質問紙調査を実施した。質問紙の配布・回収は二通りの方法で行った。第 1 に，

部活動の代表者に質問紙と回収用封筒を渡し，部員への配布と回収を依頼した。第 2 に，

調査者が部活動の活動場所を訪問し，その場で部員に回答を依頼して回収した。 

倫理的配慮として，調査協力依頼の際に調査の趣旨と目的，回答の匿名化，結果の統計

的処理について口頭で説明し，同様の内容を質問紙の表紙にも明記した。表紙には質問紙

への回答の記入をもって「調査協力に同意」を示したとみなす旨を記し，インフォームド・

コンセントを確認した。 
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DeShon et al., 2004; Erez & Kanfer, 1983; Kristof-Brown & Stevens, 2001; O’Leary-

Kelly et al., 1994）を参照し，「目標の整合性」を概念化する。すなわち，個人が追求す

る目標の達成が，所属チームの集団目標の達成にどの程度貢献すると認知されているかと

いう機能的な関係を「目標の整合性」と定義する。 

一般に，目標の整合性とは，メンバー個人の目標とチーム全体の目標の方向性や優先度

が一致している程度を指す。整合性が高い場合，個々の努力は集団目標の達成に結びつき

やすく，メンバーは相互に役割を補完し合いながら協働する。他方で，整合性が低い場合

には，メンバーが異なる基準や優先順位をもとに行動するため，協働が分断され，チーム

のパフォーマンスや適応が損なわれる恐れがある（Mitchell & Silver, 1990）。 

DeShon et al.（2004）は，個人目標と集団目標の関係を多階層的な自己調整プロセスと

して捉え，両者の間で努力や集中といった資源配分をめぐるトレードオフが生じうること

を指摘している。この観点からは，個人目標が集団目標と機能的に結びついているとメン

バーが認知している場合，資源配分の葛藤は緩和され，自己の努力を迷いなく投入しやす

くなると考えられる。 

Kristof-Brown & Stevens（2001）は，プロジェクトチームにおいて，個人目標とチーム

の目標の適合度が，メンバーの満足感や協力行動を予測する重要な要因であることを示し

た。Kleingeld et al.（2011）のメタ分析では，個人の業績の最大化のみを指向する自己

中心的目標（egocentric individual goals）がチームのパフォーマンスを損なうのに対

し，集団への貢献を指向する集団中心的目標（groupcentric individual goals）は促進的

に作用することが示されている。これらの知見は，個人目標がチームの集団目標とどの程

度かみ合っているかが，協働の成否を左右することを示唆している。さらに，Locke & 

Latham（2006）や Mitchell & Silver（1990）も，個人の高い目標が集団目標と両立して

いるときに協働が促進され，不一致な場合にはパフォーマンスの低下やメンバー間の対立

が生じやすいことを指摘している。 

以上の議論を踏まえると，大学の部活動というチームの文脈においては，個人目標と集

団目標のいずれか一方を問題とするのではなく，両者の機能的な整合性に注目することが

重要である。つまり，メンバーが「自分の目標に向けた努力が，チーム全体の目標達成に

もつながっている」と認識できるとき，協働が促され，活動への積極的な参加や心理的適

応感が高くなると考えられる。 

 

3. 部活動適応感 

大学における部活動は，学生が仲間とともに目標を追求し，協働を通じて成長する集団

活動であり，学業とは異なるかたちで学生生活を支える経験の場である。そこでは，単に

競技力や技能を高めるだけでなく，仲間との協働や自己形成といった価値も重視される。

こうした心理的適応の状態を捉える概念が部活動適応感であり，「部員個人が，部生活にお

いて自己を良好な適応の状態にあると意識していること，あるいは，その状態を近い将来

獲得する可能性を認めていること」（桂・中込, 1990）と定義されている。 

須﨑他（2018）は，既往研究の知見を踏まえ，大学生の部活動における適応を多面的に

測定する尺度を作成した。探索的および確認的因子分析の結果から，部活動適応感は「活

動への傾倒」，「組織・成員への満足」，「不適応傾向」の 3 側面で構成されることが示され

ている。「活動への傾倒」は部活動への参加意欲や活動への熱意を表し，「組織・成員への
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上記の手続きにより，228 名から回答が得られた。このうち，各設問に全て回答し，か

つ所属する部活動において個人目標と集団目標のいずれも「ある」と回答した者を分析対

象とした。最終的な有効回答者数は 187 名である（有効回答率 82.0％）。性別の内訳は男

性 118 名（63.1％），女性 68 名（36.4％），無回答 1 名（0.5％）であった。平均年齢は 20.0

歳（SD=1.19; レンジ=18〜23 歳）である。所属部活動は，アイスホッケー部 47 名（25.1％），

ラクロス部 40 名（21.4％），陸上部 38 名（20.3％），吹奏楽団 27 名（14.4％），ギターア

ンサンブル部 14 名（7.5％），ラグビー部 13 名（7.0％），柔道部 8 名（4.3％）であった。 

 

2. 調査内容 

(1)個人目標と集団目標の内容 

まず，所属部活動における個人目標および集団目標の有無を尋ねた。個人目標について

は，「部活動において，あなた自身が個人としての技術や能力の向上に関して設定している

個人目標はありますか」，集団目標については，「あなたの所属する部活動には，部全体で

の集団目標はありますか」と質問した。いずれも「ある」と回答した者に対して，目標の

要素に関する質問項目への回答を求めた。 

目標の要素は，目標設定理論（Locke & Latham, 1984）に基づき，「困難度」，「具体性」，

「関与度」，「フィードバック」の 4 つを取り上げた。各要素につき 2 項目ずつ計 8 項目を

作成し（表 1），個人目標と集団目標の双方について「全く当てはまらない(1)」から「非常

に当てはまる(5)」までの 5 件法で回答を求めた。 

 

(2)個人目標と集団目標の整合性 

個人目標と集団目標の整合性を測定するために，個人が設定した目標の達成が，チーム

全体の集団目標の達成にどの程度結びつくと認識しているかを尋ねた。具体的には，「その

目標を達成することで，チームの役に立つと思う」，「チームの目標を達成するには，その

目標を達成する必要がある」の 2 項目を用いた。各項目について，「全く当てはまらない

(1)」から「非常に当てはまる(5)」までの 5 件法で回答を求めた。 

 

(3)部活動適応感 

部活動適応感の測定には，須﨑他（2018）の部活動適応感尺度を使用した。この尺度は

表 1 目標の要素に関する質問項目 

目標の要素 質問項目 

目標の困難度 1. その目標は，簡単に達成できる（R） 

2. その目標を達成するには，努力が必要である 

目標の具体性 3. その目標は，数字などで具体的に表すことができる 

4. その目標の期限を設定している（「〇月までに達成する」など） 

目標への関与度 5. その目標は，自分の意見や思いが反映されている 

6. その目標は，自分にとって大切である 

フィードバック 7. その目標の達成度について，振り返る機会がある 

8. その目標について，指導者や部外の人から評価やアドバイスをもらっている 

注：（R）を付記した項目は逆転項目である。 
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「活動への傾倒」4 項目，「不適応傾向」5 項目，「組織・成員への満足」6 項目の 3 つの下

位尺度，計 15 項目で構成されている。各項目に対して，「全くそう思わない(1)」から「非

常にそう思う(5)」までの 5 件法で回答を求めた。 

 

Ⅲ. 結果 

以下で報告する統計解析には，HAD ver.18.010（清水, 2016）を使用した。 

 

1. 予備的分析 

個人目標および集団目標の要素について因子分析を行ったが，明確に解釈可能な因子構

造は得られなかった。そこで，目標設定理論に基づく「困難度」，「具体性」，「関与度」，「フ

ィードバック」の 4 つの要素ごとに，対応する 2 項目間の単相関を算出した。その結果，

個人目標では r=.37～.49（p<.01），集団目標では r=.27～.53（p<.01）の範囲で，いずれ

も有意な正の相関が確認された。また，個人目標と集団目標の整合性についても 2 項目間

の相関を確認したところ，有意な正の関連が認められた（r=.58, p<.01）。これらの結果に

基づき，各２項目の平均値を尺度得点として算出し，以降の分析で用いた。 

部活動適応感尺度の 15 項目については，因子分析（最尤法，プロマックス回転）を実施

し，須﨑他（2018）と同様に「活動への傾倒」，「組織・成員への満足」，「不適応傾向」の

3 因子構造が確認された。各因子を下位尺度として内的整合性を検討したところ，信頼性

係数（Cronbach's α）は，「活動への傾倒」α=.79，「組織・成員への満足」α=.84，「不

適応傾向」α=.66 であり，概ね十分な信頼

性が確認された。よって，各下位尺度の項

目平均を尺度得点として算出し，以降の分

析に使用した。算出した尺度得点の記述統

計量を表 2 に示す。 

 

2. 目標と部活動適応感の関連性 

(1)相関分析 

個人目標と集団目標の各 4つの要素およ

び目標の整合性と，部活動適応感の 3 つの

側面の指標との関連を吟味するため，尺度

得点間の相関係数(r)を算出した（表 3）。 

個人目標の要素のうち，「具体性」，「関与

度」，「フィードバック」は，部活動適応感

の「活動への傾倒」と弱い正の関連を示し

た（rs=.15～.18, p<.05）。また「フィード

バック」は「組織・成員への満足」とも弱

い正の関連を示した（r=.22, p<.01）。つま

り，個人が具体的な目標を設定し，その目

標に主体的に関わり，達成度に関する把握

をしている場合，活動への意欲や充実感が

高い傾向にあるといえる。 

表 2 分析変数の記述統計量(N=187) 

変数 平均 SD 

個人目標の要素：   

目標の困難度 4.46 0.63 

目標の具体性 3.36 1.14 

目標への関与度 4.67 0.47 

フィードバック 3.61 1.00 

集団目標の要素：   

目標の困難度 4.47 0.58 

目標の具体性 3.52 1.25 

目標への関与度 4.03 0.86 

フィードバック 3.68 1.04 

目標の整合性 4.17 0.94 

部活動適応感：   

活動への傾倒 3.92 0.78 

組織・成員への満足 4.02 0.68 

不適応傾向 2.36 0.70 
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上記の手続きにより，228 名から回答が得られた。このうち，各設問に全て回答し，か

つ所属する部活動において個人目標と集団目標のいずれも「ある」と回答した者を分析対

象とした。最終的な有効回答者数は 187 名である（有効回答率 82.0％）。性別の内訳は男

性 118 名（63.1％），女性 68 名（36.4％），無回答 1 名（0.5％）であった。平均年齢は 20.0

歳（SD=1.19; レンジ=18〜23 歳）である。所属部活動は，アイスホッケー部 47 名（25.1％），

ラクロス部 40 名（21.4％），陸上部 38 名（20.3％），吹奏楽団 27 名（14.4％），ギターア

ンサンブル部 14 名（7.5％），ラグビー部 13 名（7.0％），柔道部 8 名（4.3％）であった。 

 

2. 調査内容 

(1)個人目標と集団目標の内容 

まず，所属部活動における個人目標および集団目標の有無を尋ねた。個人目標について

は，「部活動において，あなた自身が個人としての技術や能力の向上に関して設定している

個人目標はありますか」，集団目標については，「あなたの所属する部活動には，部全体で

の集団目標はありますか」と質問した。いずれも「ある」と回答した者に対して，目標の

要素に関する質問項目への回答を求めた。 

目標の要素は，目標設定理論（Locke & Latham, 1984）に基づき，「困難度」，「具体性」，

「関与度」，「フィードバック」の 4 つを取り上げた。各要素につき 2 項目ずつ計 8 項目を

作成し（表 1），個人目標と集団目標の双方について「全く当てはまらない(1)」から「非常

に当てはまる(5)」までの 5 件法で回答を求めた。 

 

(2)個人目標と集団目標の整合性 

個人目標と集団目標の整合性を測定するために，個人が設定した目標の達成が，チーム

全体の集団目標の達成にどの程度結びつくと認識しているかを尋ねた。具体的には，「その

目標を達成することで，チームの役に立つと思う」，「チームの目標を達成するには，その

目標を達成する必要がある」の 2 項目を用いた。各項目について，「全く当てはまらない

(1)」から「非常に当てはまる(5)」までの 5 件法で回答を求めた。 

 

(3)部活動適応感 

部活動適応感の測定には，須﨑他（2018）の部活動適応感尺度を使用した。この尺度は

表 1 目標の要素に関する質問項目 

目標の要素 質問項目 

目標の困難度 1. その目標は，簡単に達成できる（R） 

2. その目標を達成するには，努力が必要である 

目標の具体性 3. その目標は，数字などで具体的に表すことができる 

4. その目標の期限を設定している（「〇月までに達成する」など） 

目標への関与度 5. その目標は，自分の意見や思いが反映されている 

6. その目標は，自分にとって大切である 

フィードバック 7. その目標の達成度について，振り返る機会がある 

8. その目標について，指導者や部外の人から評価やアドバイスをもらっている 

注：（R）を付記した項目は逆転項目である。 
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集団目標の要素では，「困難度」，「関与度」，「フィードバック」が，部活動適応感の「活

動への傾倒」および「組織・成員への満足」と弱～中程度の正の関連を示した（rs=.16～.39, 

p<.01）。つまり，チーム全体として挑戦的な目標を掲げ，メンバーがその設定に主体的に

関わり，活動成果を振り返る仕組みが整っているほど，メンバーの意欲やチームへの満足

感が高いと解釈できる。 

さらに，個人と集団の目標の整合性も，部活動適応感の「活動への傾倒」（r=.28, p<.01）

および「組織・成員への満足」と弱い正の関連を示した（r=.26, p<.01）。これは，個人が

自らの目標がチーム全体の目標達成に寄与していると認識しているほど，活動に前向きに

取り組み，仲間との関係に満足していることを示唆している。 

なお，部活動適応感の「不適応傾向」とは，いずれの目標要素も有意な関連は認められ

なかった（rs=-.11～.08, いずれも ns）。 

 

(2)重回帰分析 

個人目標と集団目標の要素が部活動適応感に及ぼす影響について，それぞれの要素の相

対的な関連の強さを検討するため，重回帰分析を行った。多重共線性を回避するため，個

人目標と集団目標は同一モデル内には同時投入せず，それぞれ独立して分析を実施した。

加えて，目標の整合性によって目標の各要素の効果が変動する可能性を考慮し，交互作用

項を階層的に投入した。各変数は平均値を基準にセンタリングを施し，「各要素×整合性」

の積を交互作用項として作成した。分析では，Step 1 で目標の 4 要素と整合性を投入し，

Step 2 で交互作用項を追加投入した。 

①個人目標の要素と部活動適応感の関連性 個人目標の 4 要素および目標の整合性を説

明変数，部活動適応感の 3 側面を目的変数とする重回帰分析の結果を表 4 に示す。「活動

への傾倒」を目的変数とする分析では，Step 1 において「目標の整合性」のみが有意な正

表 3 目標の要素および整合性と部活動適応感の相関分析の結果（N=187） 

目標の要素／整合性 
部活動適応感 

活動への傾倒 組織・成員への満足 不適応傾向 

個人目標の要素：    

目標の困難度 -.02 .14 .04 

目標の具体性 .18* .07 .03 

目標への関与度 .15* .06 -.11 

フィードバック .18* .22** .07 

集団目標の要素：    

目標の困難度 .24** .16* -.03 

目標の具体性 .12 .01 .08 

目標への関与度 .30** .39** -.08 

フィードバック .27** .33** .05 

目標の整合性 .28** .26** .06 

*p<.05, **p<.01  
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の標準偏回帰係数（β）（以下，係数）を示した（β=.23, p<.01）。つまり，個人目標が集

団目標と結びついているほど，活動への主体的な参加が促される傾向が認められた。 

Step 2 では，「目標の困難度×整合性」（β=.19, p<.05）および「目標への関与度×整

合性」（β=.17, p<.05）の交互作用が有意であった。Aiken & West（1991）に基づき，単

純傾斜の検定を行った結果，図 1 に示すように，「目標の整合性」が低い場合（-1SD）には

「目標の困難度」が「活動への傾倒」を抑制する負の効果を示した（β=-.25, p<.05）。つ

まり，集団目標との結びつきが弱い場合には，高すぎる個人目標は活動への参加意欲をむ

しろ低下させる可能性がある。 

一方，図 2 に示す「目標への関与度×整合性」の交互作用では，「目標の整合性」が高い

表 4 個人目標の要素と部活動適応感の関連に関する重回帰分析の結果（N=187） 

説明変数 
活動への傾倒 組織・成員への満足  不適応傾向 

Step1 Step2 Step1 Step2  Step1 Step2

個人目標の要素：        

目標の困難度 -.10 -.08 .10 .12  .07 .07 

目標の具体性 .13 .12 .01 .00  .03 .03 

目標への関与度 .10 .13 -.03 -.04  -.16* -.17* 

フィードバック .07 .10 .12 .13  .05 .03 

目標の整合性 .23** .21* .21** .25**  .07 .08 

交互作用項：        

困難度×整合性  .19*  .14   -.12 

具体性×整合性  -.07  .03   -.05 

関与度×整合性  .17*  -.03   -.01 

フィードバック×整合性  -.06  .03   .09 

R 2 .11** .16** .10** .12**  .03 .04 

注：表中の数値は標準偏回帰係数（β）を示す。 *p<.05, **p<.01  

図 2 個人目標の関与度と目標の整合性 

の交互作用 

図 1 個人目標の困難度と目標の整合性 

の交互作用 
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集団目標の要素では，「困難度」，「関与度」，「フィードバック」が，部活動適応感の「活

動への傾倒」および「組織・成員への満足」と弱～中程度の正の関連を示した（rs=.16～.39, 

p<.01）。つまり，チーム全体として挑戦的な目標を掲げ，メンバーがその設定に主体的に

関わり，活動成果を振り返る仕組みが整っているほど，メンバーの意欲やチームへの満足

感が高いと解釈できる。 

さらに，個人と集団の目標の整合性も，部活動適応感の「活動への傾倒」（r=.28, p<.01）

および「組織・成員への満足」と弱い正の関連を示した（r=.26, p<.01）。これは，個人が

自らの目標がチーム全体の目標達成に寄与していると認識しているほど，活動に前向きに

取り組み，仲間との関係に満足していることを示唆している。 

なお，部活動適応感の「不適応傾向」とは，いずれの目標要素も有意な関連は認められ

なかった（rs=-.11～.08, いずれも ns）。 

 

(2)重回帰分析 

個人目標と集団目標の要素が部活動適応感に及ぼす影響について，それぞれの要素の相

対的な関連の強さを検討するため，重回帰分析を行った。多重共線性を回避するため，個

人目標と集団目標は同一モデル内には同時投入せず，それぞれ独立して分析を実施した。

加えて，目標の整合性によって目標の各要素の効果が変動する可能性を考慮し，交互作用

項を階層的に投入した。各変数は平均値を基準にセンタリングを施し，「各要素×整合性」

の積を交互作用項として作成した。分析では，Step 1 で目標の 4 要素と整合性を投入し，

Step 2 で交互作用項を追加投入した。 

①個人目標の要素と部活動適応感の関連性 個人目標の 4 要素および目標の整合性を説

明変数，部活動適応感の 3 側面を目的変数とする重回帰分析の結果を表 4 に示す。「活動

への傾倒」を目的変数とする分析では，Step 1 において「目標の整合性」のみが有意な正

表 3 目標の要素および整合性と部活動適応感の相関分析の結果（N=187） 

目標の要素／整合性 
部活動適応感 

活動への傾倒 組織・成員への満足 不適応傾向 

個人目標の要素：    

目標の困難度 -.02 .14 .04 

目標の具体性 .18* .07 .03 

目標への関与度 .15* .06 -.11 

フィードバック .18* .22** .07 

集団目標の要素：    

目標の困難度 .24** .16* -.03 

目標の具体性 .12 .01 .08 

目標への関与度 .30** .39** -.08 

フィードバック .27** .33** .05 

目標の整合性 .28** .26** .06 

*p<.05, **p<.01  
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場合（+1SD）に「目標への関与度」が「活動への傾倒」を促進する正の効果を示した（β

=.31, p<.05）。この結果は，個人が設定した目標がチーム全体の目標と整合しているとき，

その目標への主体的関与が活動参加の積極性を一層高めることを示唆している。 

「組織・成員への満足」を目的変数とする分析でも，Step 1 において「目標の整合性」

のみが有意な正の係数を示した（β=.21, p<.01）。よって，個人と集団の目標の結びつき

が強いほど，部活動への満足度が高いといえる。ただし，Step 2 で追加投入した交互作用

項は，いずれも有意ではなかった。 

「不適応傾向」を目的変数とする分析では，Step 1 において「目標への関与度」のみが

有意な負の係数を示した（β=-.16, p<.05）。つまり，個人目標の達成を重視するほど，部

活動における不適応が緩和される傾向がみられた。ただし，係数およびモデル全体の説明

力は小さく（R 2=.03, ns），個人目標の要素と「不適応傾向」の関連の強さは限定的なも

のであった。Step 2 では，有意な交互作用は認められなかった。 

②集団目標の要素と部活動適応感の関連性の検討 集団目標の 4 要素および目標の整合

性を説明変数，部活動適応感の 3 側面の指標を目的変数とする重回帰分析の結果を表５に

示す。「活動への傾倒」を目的変数とした分析では，Step 1 で「目標への関与度」（β=.18, 

p<.05）および「目標の整合性」（β=.17, p<.05）が有意な正の係数を示した。よって，チ

ーム全体の目標達成を重視し，個人と集団の目標の結びつきが強いほど，活動への主体的

な参加が促されることが示唆された。 

Step 2 では，「フィードバック×整合性」の交互作用が有意であった（β=-.18, p<.01）。

単純傾斜の分析の結果（図 3），「目標の整合性」が低い場合（-1SD）に「フィードバック」

は「活動への傾倒」を促進する正の効果を示した（β=.33, p<.01）。この結果は，個人と

集団の目標の結びつきが弱い状況では，集団としての達成度を振り返り，進捗を共有する

ことが，活動参加への意欲を高める有効な方策となりうることを示唆している。 

表 5 集団目標の要素と部活動適応感の関連に関する重回帰分析の結果（N=187） 

説明変数 
活動への傾倒 組織・成員への満足 不適応傾向 

Step1 Step2 Step1 Step2 Step1 Step2

集団目標の要素：       

目標の困難度 .11 .09 .03 -.02 -.07 -.08 

目標の具体性 -.02 -.01 -.15 -.12 .10 .11 

目標への関与度 .18* .17* .28** .28** -.14 -.14 

フィードバック .12 .14 .20** .22** .08 .07 

目標の整合性 .17* .17* .15* .12 .09 .06 

交互作用項：       

困難度×整合性  -.02  -.13  -.07 

具体性×整合性  .11  .09  -.04 

関与度×整合性  .11  .03  -.12 

フィードバック×整合性  -.18**  -.11  .11 

R 2 .16** .19** .22** .24** .03 .05 

注：表中の数値は標準偏回帰係数（β）を示す。 *p<.05, **p<.01  
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「組織・成員への満足」を目的変数とする分

析では，Step 1 で「目標への関与度」（β=.28, 

p<.01）と「フィードバック」（β=.20, p<.01）

が有意な正の係数を示した。つまり，集団目標

への主体的な関与と，その達成状況の振り返

りは，部活動の団体や仲間への満足感を高め

る要因といえる。なお，Step 2 で追加投入し

た交互作用項は，いずれも有意ではなかった。 

「不適応傾向」を目的変数とする分析では， 

Step 1・Step 2 のいずれのモデルでも有意な

係数は見出されず，説明力（R 2）も低かった。 

 

Ⅳ. 考察 

1. 個人目標と部活動適応感の関連（仮説 1） 

個人目標の要素について，相関分析では，目

標の「具体性」「関与度」「フィードバック」が「活動への傾倒」と弱い正の関連を示し，

さらに「フィードバック」は「組織・成員への満足」とも正の関連を示した。しかし重回

帰分析では，個人目標の各要素の主効果は一貫して確認されず，むしろ「活動への傾倒」

および「組織・成員への満足」には，後述する目標の整合性の効果が相対的に大きく認め

られた。また「不適応傾向」については，「目標への関与度」が弱い負の効果を示したもの

の，モデル全体の説明力は小さかった。以上より，個人目標の要素と部活動適応感の関連

についての仮説 1 は，ごく一部が支持されるに留まった。 

既往研究では，個人目標の設定が動機づけを高め，活動への積極的な参加を促すことが

報告されている（e.g., Locke & Latham, 2002; Mento et al., 1987; Kyllo & Landers, 

1995）。しかし本研究では，個人目標の要素の効果は十分には検出されなかった。大学部活

動というチーム文脈では，個人目標の性質その自体よりも，チームの環境や集団過程の要

因の影響が相対的に大きい可能性がある。今後はメンバーの対人関係や練習環境などの要

因を含め，個人目標の機能を再検討する必要がある。 

 

2. 集団目標と部活動適応感の関連（仮説 2） 

集団目標の要素について，相関分析では，目標の「困難度」，「関与度」，「フィードバッ

ク」が，「活動への傾倒」および「組織・成員への満足」と弱〜中程度の正の関連を示した。

さらに重回帰分析では，「活動への傾倒」に対して「目標への関与度」が，「組織・成員へ

の満足」に対して「目標への関与度」と「フィードバック」が有意な正の効果を示した。

よって，集団目標の要素と部活動適応感の関連についての仮説 2 は部分的に支持された。 

集団目標への関与度は，「活動への傾倒」と「組織・成員への満足」の双方に寄与する要

因として確認された。メンバーが，自らの意見や価値観が集団目標の設定に反映されてい

ると感じることで，活動への主体的な関与が促され，所属集団への肯定的感情も強くなる

と考えられる。これは，目標設定理論（Locke & Latham, 1984）が強調してきた関与度の

重要性を支持する結果であり，部活動というチームにおいても，目標設定の過程へのメン

バーの参画が適応を支えることを示唆している。 

図 3 集団目標のフィードバックと目標の

整合性の交互作用 
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場合（+1SD）に「目標への関与度」が「活動への傾倒」を促進する正の効果を示した（β

=.31, p<.05）。この結果は，個人が設定した目標がチーム全体の目標と整合しているとき，

その目標への主体的関与が活動参加の積極性を一層高めることを示唆している。 

「組織・成員への満足」を目的変数とする分析でも，Step 1 において「目標の整合性」

のみが有意な正の係数を示した（β=.21, p<.01）。よって，個人と集団の目標の結びつき

が強いほど，部活動への満足度が高いといえる。ただし，Step 2 で追加投入した交互作用

項は，いずれも有意ではなかった。 

「不適応傾向」を目的変数とする分析では，Step 1 において「目標への関与度」のみが

有意な負の係数を示した（β=-.16, p<.05）。つまり，個人目標の達成を重視するほど，部

活動における不適応が緩和される傾向がみられた。ただし，係数およびモデル全体の説明

力は小さく（R 2=.03, ns），個人目標の要素と「不適応傾向」の関連の強さは限定的なも

のであった。Step 2 では，有意な交互作用は認められなかった。 

②集団目標の要素と部活動適応感の関連性の検討 集団目標の 4 要素および目標の整合

性を説明変数，部活動適応感の 3 側面の指標を目的変数とする重回帰分析の結果を表５に

示す。「活動への傾倒」を目的変数とした分析では，Step 1 で「目標への関与度」（β=.18, 

p<.05）および「目標の整合性」（β=.17, p<.05）が有意な正の係数を示した。よって，チ

ーム全体の目標達成を重視し，個人と集団の目標の結びつきが強いほど，活動への主体的

な参加が促されることが示唆された。 

Step 2 では，「フィードバック×整合性」の交互作用が有意であった（β=-.18, p<.01）。

単純傾斜の分析の結果（図 3），「目標の整合性」が低い場合（-1SD）に「フィードバック」

は「活動への傾倒」を促進する正の効果を示した（β=.33, p<.01）。この結果は，個人と

集団の目標の結びつきが弱い状況では，集団としての達成度を振り返り，進捗を共有する

ことが，活動参加への意欲を高める有効な方策となりうることを示唆している。 

表 5 集団目標の要素と部活動適応感の関連に関する重回帰分析の結果（N=187） 

説明変数 
活動への傾倒 組織・成員への満足 不適応傾向 

Step1 Step2 Step1 Step2 Step1 Step2

集団目標の要素：       

目標の困難度 .11 .09 .03 -.02 -.07 -.08 

目標の具体性 -.02 -.01 -.15 -.12 .10 .11 

目標への関与度 .18* .17* .28** .28** -.14 -.14 

フィードバック .12 .14 .20** .22** .08 .07 

目標の整合性 .17* .17* .15* .12 .09 .06 

交互作用項：       

困難度×整合性  -.02  -.13  -.07 

具体性×整合性  .11  .09  -.04 

関与度×整合性  .11  .03  -.12 

フィードバック×整合性  -.18**  -.11  .11 

R 2 .16** .19** .22** .24** .03 .05 

注：表中の数値は標準偏回帰係数（β）を示す。 *p<.05, **p<.01  
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さらに，集団として活動の成果や進捗を振り返るフィードバックは，達成感や貢献をメ

ンバー間で共有する機会となり，満足感を高めると考えられる。よって，部活動における

集団目標は，成果の基準としてだけでなく，心理的適応を支える社会的基盤としても重要

といえる。一方で，集団目標の「具体性」については，一貫した効果が見出されておらず，

今後の検討課題として位置づけられる。 

 

3. 集団目標と個人目標の整合性の役割（仮説 3） 

本研究の主要な知見として，個人目標と集団目標の整合性が「活動への傾倒」と「組織・

成員への満足」を高めることが示された。この結果は，部活動適応感との関連の予測を支

持するものであるが，「不適応傾向」との関連は見出されなかったため，仮説 3 は部分的に

支持されたといえる。 

個人目標がチームの目指す集団目標と矛盾せず，その実現に寄与していると認識できる

とき，メンバーは自らの努力を有意味なものとして捉え，主体的に活動へ参加しやすくな

ると考えられる。この知見は，個人と集団の目標の一致が協働を促進するという既往研究

の知見（Kristof-Brown & Stevens, 2001; O'Leary-Kelly et al., 1994）と整合する。

Locke & Latham（2006）も，個人と集団の目標が両立可能な形式で設定されることが，最

も高い成果を導くと指摘している。本研究の結果は，大学の部活動の文脈において，個人

と集団の目標の整合性の意義を実証的に示したといえる。 

また，チームの効果性は生産出力（パフォーマンス）だけでなく，協働を維持・継続す

る見通しを示す「チームの存続可能性」や「メンバーの満足度」といった多面的な基準で

評価される（Hackman, 1987; 三沢, 2019）。本研究で見出された目標の整合性の効果は，

個人目標と集団目標が機能的に結びつくことで，メンバーの活動への傾倒や満足感を高め，

チームの効果性を支える心理的基盤が形成されることを示唆している。 

 

以上の検討から，仮説 1 と仮説 2 はいずれも部分的に支持され，特に，集団目標の関与

度とフィードバックが部活動適応感を支える働きを持つことが示された。一方で，仮説 3

は「活動への傾倒」と「組織・成員への満足」について支持され，個人目標と集団目標の

整合性が部活動適応感を規定する重要な要因の 1 つであることが確認された。 

 

4. 本研究で得られた示唆と今後の検討課題 

(1)本研究で得られた示唆 

本研究では，大学の部活動をチームとして捉え，個人目標および集団目標の要素と両者

の整合性が部活動適応感に及ぼす影響を検討した。前節までに述べたように，集団目標の

関与度やフィードバックが適応感に対して促進的に働くこと，さらに個人目標と集団目標

の整合性が「活動への傾倒」および「組織・成員への満足」を高めるとともに，目標要素

の効果を調整することが確認された。これらの知見は，指導者と部員である学生の双方に

対して，具体的な実践上の示唆を与える。 

まず，目標の整合性が個人目標の困難度や関与度の効果を調整していた点は注目に値す

る。特に，整合性が高い場合に，目標への関与度が高いほど活動への傾倒がより一層促さ

れるという結果は，個人の主体的な努力がチームへの適応に転換されるための前提条件と

して，整合性が機能することを示している。目標の整合性を高めることは，課題に即した
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成果目標を明確に提示する「チーム・デザイン」の要点の 1 つである（三沢, 2019; Stewart, 
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脚注 

1) 山口（2008）の定義に照らすと，大学の部活動では，集団としての活動目標が掲げられ，

メンバーが互いに助け合いながらその達成を目指して活動している。また，部長や副部

長などの役割が明確に定められ，入部手続きや部室利用などを通じて成員の境界も明瞭

である。したがって，大学部活動はチームの学術的定義を満たす集団とみなすことがで

きる（三沢・西, 2023）。 

 

付記 

本稿は第 1 著者の指導のもと，第 2 著者が岡山大学教育学部へ提出した 2018 年度卒業

論文のデータを再分析し，加筆・再構成したものである。 
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